
 

市川市委託契約等の検査に関する要綱 
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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、契約金額（契約期間が複数年度にわたる契約にあっては、

当該年度における支払金額とする。以下同じ。）が１件につき５０万円を

超える委託契約（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第３項に規定する指定管理者を相手方とするものを除く。以下同じ。）及

び施設修繕契約（需用費により予算措置されているものに限る。以下同

じ。）並びに製造請負契約（物品購入依頼（予算科目が報償費のうちの報

償品、需用費のうちの消耗品、燃料、印刷製本、医薬材料及び売却品購入

費並びに原材料費による物品の購入又は製造の請負の契約並びに備品購入

費による物品の購入に係るもので契約課に購入依頼するものをいう。）に

係る契約を除く。以下同じ。）について、同法第２３４条の２第１項の規

定に基づき行う検査（以下「検査」という。）に関し、法令又は市川市財

務規則（昭和６０年規則第４号。以下「財務規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め



 

るところによる。 

 ⑴ 課等 課又はこれに相当する組織をいう。 

⑵ 予算担当課 委託契約、施設修繕契約又は製造請負契約（以下「委託

契約等」という。）に係る予算を管理する課等（技術管理課、会計課及

び監査委員事務局を除く。以下この条及び第５条から第７条までにおい

て同じ。）をいう。 

⑶ 執行担当課 委託契約等に係る執行を管理する課等をいう。 

⑷ 指定検査員 課等の主幹の職にある者（主幹の職にある者のいない課

等、主幹の職にある者が疾病、負傷その他の事由により検査を行うことが

できない課等その他やむを得ない事由があると技術管理課長が認める課等

にあっては、副主幹の職にある者）のうちから市長が指定した者をいう。 

⑸ 検査員 技術管理課に所属する職員のうち、委託契約等の検査を行う

者をいう。 

第２章 委託契約及び施設修繕契約の検査 

第１節 指定検査員による委託契約及び施設修繕契約の検査 

（検査対象） 

第３条 この節の規定は、次に掲げる契約のうち、これらの履行が完了した

日が当該年度の６月１日から３月末日までの間にあるものについて適用す

る。 

⑴ 設計、測量、地質調査その他の工事に関連する業務に係る委託契約で

あって、契約金額が５０万円を超え、５００万円以下であるもの 

⑵ 前号に掲げる委託契約以外の委託契約であって、契約金額が５０万円

を超え、１,０００万円以下であるもの 

⑶ 契約金額が５０万円を超え、１００万円以下である施設修繕契約 

（一覧表の作成等） 

第４条 執行担当課の所属長は、当該年度の予算に係る委託契約又は施設修繕

契約のうち、完了期限（財務規則第１２３条第１項各号のいずれかに掲げ

る事由が生ずる日をいう。以下同じ。）が到来する契約について、当該完



 

了期限の日の属する月の前月の１５日までに委託契約件名一覧表（執行担

当課用）（様式第１号）又は施設修繕契約件名一覧表（執行担当課用）

（様式第２号）（以下これらを「一覧表」という。）を作成し、技術管理

課長に提出するものとする。ただし、２月又は３月に完了期限が到来する

契約にあっては、１月１０日までに一覧表を作成し、技術管理課長に提出

するものとする。 

２ 技術管理課長は、前項の規定により一覧表の提出があったときは、当該一

覧表をもとに委託契約検査台帳及び施設修繕契約検査台帳（以下「台帳」

という。）を作成するものとする。 

３ 執行担当課の所属長は、第１項の規定により提出された一覧表に記載され

た事項に変更が生じたときは、速やかに、新たな一覧表を作成し、技術管

理課長に提出するものとする。 

（指定検査員の推薦等） 

第５条 技術管理課長は、その指定する課等の所属長に対し、当該課等の職員

のうちから指定検査員となる者を推薦するよう依頼するものとする。 

２ 前項の規定により依頼を受けた課等の所属長は、速やかに、技術管理課長

に対し、指定検査員推薦書（様式第３号）を提出するものとする。 

３ 技術管理課長は、前項の規定により指定検査員推薦書の提出があったとき

は、速やかに、市長が指定検査員を指定するための手続を執るものとする。 

４ 技術管理課長は、指定検査員が指定されたときは、指定検査員名簿（様式

第４号）を作成するものとする。 

５ 指定検査員は、検査をするときは、技術管理課の職員を兼務するものとす

る。 

（指定検査員の指定解除） 

第６条 前条第４項の規定により指定検査員が指定された課等の所属長は、当

該課等の指定検査員が異動したときその他指定検査員の指定を解除する必

要があると認めるときは、技術管理課長に対し、指定検査員指定解除申出

書（様式第５号）を提出するものとする。 



 

２ 技術管理課長は、前項の規定により指定検査員指定解除申出書の提出があ

ったときは、速やかに、指定検査員の指定を解除するための手続を執るも

のとする。 

（指定検査員の割振り） 

第７条 技術管理課長は、台帳に記載されている契約１件につき、当該契約に

係る予算担当課及び執行担当課以外の課等の指定検査員１名を当該契約に

ついての指定検査員として割り振るものとする。 

２ 技術管理課長は、前項の規定により指定検査員の割振りをしたときは、当

該指定検査員の氏名及び課等を台帳に記載するものとする。 

（検査予定の通知） 

第８条 技術管理課長は、前条第１項の規定により指定検査員の割振りをした

ときは、当該割振りに係る契約の完了期限の日の属する月の前月の末日ま

でに、当該割振りに係る指定検査員及び執行担当課の所属長に対し、当該

割振りに係る契約の検査の予定を通知するものとする。 

（検査の依頼等） 

第９条 執行担当課の所属長は、前条の規定により通知された検査の予定に係

る契約について、財務規則第１２３条第１項各号に掲げる事由が生じたと

きは、当該事由が生じた日から１０日以内に当該契約の検査を行うものと

する。この場合において、当該所属長は、当該検査の時期について指定検

査員と協議し、決定した上で、技術管理課長に対し、検査依頼書（様式第

６号）を送付するものとする。 

２ 技術管理課長は、前項後段の規定により検査依頼書の送付があったときは、

執行担当課の所属長に対し、検査通知書（様式第７号）を送付するものと

する。 

（検査の実施） 

第１０条 指定検査員は、前条第２項の規定により送付された検査通知書に記

載された検査の時期において、財務規則第１２３条及び第１２４条に定め

るところにより検査を行うものとする。 



 

２ 財務規則第１２３条第４項の規定による求めは、指示書（様式第８号）を

執行担当課の所属長に送付することにより行うものとする。ただし、同項

に規定する不備が軽微なものであるときは、口頭による指示をもって足り

る。 

３ 執行担当課の所属長は、前項本文の規定により送付された指示書に基づき

必要な措置が執られたことを確認したときは、指定検査員に対し、指示事

項完了報告書（様式第９号）を提出するものとする。 

４ 指定検査員は、前項の規定により指示事項完了報告書の提出があったとき

は、第２項本文の規定により送付された指示書に基づき必要な措置が執ら

れたことを確認するものとする。 

５ 指定検査員は、財務規則第１２５条本文の規定により検査調書を作成した

ときは、市川市事務決裁規程（昭和６２年訓令第４号）別表第２第１７項

の表に定めるところにより決裁を受けるものとする。 

６ 技術管理課長は、前項の決裁が終了したときは、台帳に検査が終了した旨

を記載するとともに、検査調書を執行担当課の所属長に送付するものとす

る。 

７ 執行担当課の所属長は、前項の規定により検査調書の送付があったときは、

予算担当課の所属長に対し、当該検査調書を送付するものとする。 

（検査の特例） 

第１１条 前条の規定にかかわらず、指定検査員が疾病、負傷その他の事由に

より検査を行うことができないときその他やむを得ない事由があると技術

管理課長が認めるときは、その指示により、検査員が指定検査員に代わっ

て検査を行うことができる。 

第２節 検査員による委託契約及び施設修繕契約の検査 

（検査対象） 

第１２条 この節の規定は、次に掲げる契約について適用する。 

⑴ 履行が完了した日が当該年度の翌年度の４月１日から５月３１日まで

の間にあるもののうち、次のいずれかに該当するもの。 



 

ア 設計、測量、地質調査その他の工事に関連する業務に係る委託契約で

あって、契約金額が５０万円を超え、５００万円以下であるもの 

イ アに掲げる委託契約以外の委託契約であって、契約金額が５０万円を

超え、１,０００万円以下であるもの 

ウ 契約金額が５０万円を超え、１００万円以下である施設修繕契約 

⑵ 設計、測量、地質調査その他の工事に関連する業務に係る委託契約にあ

っては、契約金額が５００万円を超えるもの 

⑶ 前号に定める委託契約以外の委託契約であって、契約金額が１,０００

万円を超えるもの 

⑷ 契約金額が１００万円を超える施設修繕契約 

（一覧表の作成等） 

第１３条 執行担当課の所属長は、当該年度の予算に係る委託契約又は施設修

繕契約のうち、完了期限が到来する契約について、当該完了期限の日の属

する月の前月の１５日までに一覧表を作成し、技術管理課長に提出するも

のとする。ただし、２月又は３月に完了期限が到来する契約にあっては１

月１０日までに、４月に完了期限が到来する契約にあっては３月末日まで

に、一覧表を作成し、技術管理課長に提出するものとする。 

２ 技術管理課長は、前項の規定により一覧表の提出があったときは、当該一

覧表をもとに台帳を作成するとともに、検査員を割り振り、当該検査員の

氏名等を台帳に記載するものとする。 

３ 執行担当課の所属長は、第１項の規定により提出された一覧表に記載され

た事項に変更が生じたときは、速やかに、新たな一覧表を作成し、技術管

理課長に提出するものとする。 

（検査予定の通知） 

第１４条 技術管理課長は、前条第２項の規定により検査員の割振りをしたと

きは、当該割振りに係る契約の完了期限の日の属する月の前月の末日まで

に、当該割振りに係る検査員及び執行担当課の所属長に対し、当該割振り

に係る契約の検査の予定を通知するものとする。 



 

（検査の依頼等） 

第１５条 執行担当課の所属長は、前条の規定により検査の予定として通知さ

れた契約について、財務規則第１２３条第１項各号に掲げる事由が生じた

ときは、当該事由が生じた日から１０日以内に当該契約の検査を行うもの

とする。この場合において、当該所属長は、当該検査の時期を検査員と協

議し、決定した上で、技術管理課長に対し、検査依頼書を送付するものと

する。 

２ 技術管理課長は、前項後段の規定により検査依頼書の送付があったときは、

執行担当課の所属長に対し、検査通知書を送付するものとする。 

（検査の実施） 

第１６条 検査員は、前条第２項の規定により送付された検査通知書に記載さ

れた検査の時期において、財務規則第１２３条及び第１２４条に定めると

ころにより検査を行うものとする。 

２ 財務規則第１２３条第４項の規定による求めは、指示書を執行担当課の所

属長に送付することにより行うものとする。ただし、同項に規定する不備

が軽微なものであるときは、口頭による指示をもって足りる。 

３ 執行担当課の所属長は、前項本文の規定により送付された指示書に基づき

必要な措置が執られたことを確認したときは、検査員に対し、指示事項完

了報告書を提出するものとする。 

４ 検査員は、前項の規定により指示事項完了報告書の提出があったときは、

第２項本文の規定により送付された指示書に基づき必要な措置が執られた

ことを確認するものとする。 

５ 検査員は、財務規則第１２５条本文の規定により検査調書を作成したとき

は、市川市事務決裁規程別表第２第１７項の表に定めるところにより決裁

を受けるものとする。 

６ 技術管理課長は、前項の決裁が終了したときは、台帳に検査が終了した旨

を記載するとともに、検査調書を執行担当課の所属長に送付するものとす

る。 



 

７ 執行担当課の所属長は、前項の規定により検査調書の送付があったときは、

予算担当課の所属長に対し、当該検査調書を送付するものとする。 

第３章 製造請負契約の検査 

（検査対象） 

第１７条 この章の規定は、製造請負契約について適用する。 

（製造請負契約件名一覧表の作成等） 

第１８条 執行担当課の所属長は、当該年度の予算に係る製造請負契約のうち、

完了期限が到来する契約について、当該完了期限の日の属する月の前月 

１５日までに、製造請負契約件名一覧表（様式第１０号）を作成し、技術

管理課長に提出するものとする。ただし、２月又は３月に完了期限が到来

する契約にあっては１月１０日までに、４月に完了期限が到来する契約に

あっては速やかに、製造請負契約件名一覧表を作成し、技術管理課長に提

出するものとする。 

２ 技術管理課長は、前項の規定により製造請負契約件名一覧表の提出があっ

たときは、当該製造請負契約件名一覧表をもとに製造請負契約検査台帳を

作成するとともに、検査員を割り振り、当該検査員の氏名等を当該製造請

負契約検査台帳に記載するものとする。 

３ 執行担当課の所属長は、第１項の規定により提出された製造請負契約件名

一覧表に記載された事項に変更が生じたときは、速やかに、新たな製造請

負契約件名一覧表を作成し、技術管理課長に提出するものとする。 

（検査予定の通知） 

第１９条 技術管理課長は、前条第２項の規定による検査員の割振りをしたと

きは、当該割振りに係る契約の完了期限の日の属する月の前月の末日まで

に、執行担当課の所属長に対し、当該割振りに係る契約の検査の予定を通

知するものとする。 

（検査の依頼等） 

第２０条 執行担当課の所属長は、製造請負契約検査台帳に記載されている契

約について、財務規則第１２３条第１項各号に掲げる事由が生じたときは、



 

当該事由が生じた日から１０日以内に当該契約の検査を行うものとする。

この場合において、当該所属長は、当該検査の時期を検査員と協議し、決

定した上で技術管理課長に対し、検査依頼書を送付するものとする。 

２ 技術管理課長は、前項後段の規定により検査依頼書の送付があったときは、

執行担当課の所属長に対し、検査通知書を送付するものとする。 

（検査の実施） 

第２１条 検査員は、前条第２項の規定により送付された検査通知書に記載さ

れた検査の時期において、財務規則第１２３条及び第１２４条に定めると

ころにより検査を行うものとする。 

２ 財務規則第１２３条第４項の規定による求めは、指示書を執行担当課の所

属長に送付することにより行うものとする。ただし、同項に規定する不備

が軽微なものであるときは、口頭による指示をもって足りる。 

３ 執行担当課の所属長は、前項本文の規定により送付された指示書に基づき、

必要な措置が執られたことを確認したときは、検査員に対し、指示事項完

了報告書を提出するものとする。 

４ 検査員は、前項の規定により指示事項完了報告書の提出があったときは、

第２項本文の規定により送付された指示書に基づき、必要な措置が執られ

たことを確認するものとする。 

５ 検査員は、財務規則第１２５条本文の規定により検査調書を作成したとき

は、市川市事務決裁規程別表第２第１７項の表に定めるところにより決裁

を受けるものとする。 

６ 技術管理課長は、前項の決裁が終了したときは、製造請負契約検査台帳に

検査が終了した旨を記載するとともに、検査調書を執行担当課の所属長に

送付するものとする。 

７ 執行担当課の所属長は、前項の規定により検査調書の送付があったときは、

予算担当課の所属長に対し、当該検査調書を送付するものとする。 

第４章 雑則 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、委託契約等の検査に関し必要な事項



 

は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年５月２１日から施行し、同年４月１日から適用す

る。

（経過措置） 

２ この要綱による改正前の様式により調製した用紙は、この要綱においても

当該用紙が残存する期間においては、必要な補正をして使用することがで

きる。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この要綱は、平成２６年５月２日から施行し、同年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２  改正後の市川市委託契約等の検査に関する要綱（以下「新要綱」とい

う。）の規定は、平成２６年４月１日以後に完了期限（市川市財務規則

（昭和６０年規則第４号）第１２３条第１項各号のいずれかに掲げる事由

が生ずる日をいう。以下同じ。）が到来した新要綱第１条に規定する契約

について行う検査（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の

２第１項の規定に基づき行う検査をいう。以下同じ。）について適用し、

同日前に完了期限が到来した改正前の第１条に規定する契約について行っ

た検査については、なお従前の例による。 


